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１．企業向けアンケート調査結果 

 

(1)調査概要 
 
調査の概要は次表の通り。 

項目 内容 

●調査名称 社会貢献活動、コミュニティビジネス支援等に関するアンケート調査 

●調査対象 関東経済産業局の所管地域である１都 10 県に所在する株式会社（計 1,100
社）を対象とした。 
対象数は、１都 10 県からそれぞれ 100 社を、規模別（＝従業員数に応じて３
層；１～99人、100～299人、300人以上）にサンプリングした。 
（データ出所；東京商工リサーチ 04年 10月 26日付データを基にサンプリン

グ） 

●調査時期 平成 17年 1月 17日～2月 2日 

●調査方法 郵送により調査票を配布・回収。 

●回収数（率） 回収数 281。回収率 25.5％。 

 

 

 

(2)調査結果 

 

 １ 回答企業のプロフィール 
 

問１ 貴社の属性について。 

①売上規模（最新決算期；連結） 

 

売り上げ規模が 50 億円未満の企業が最も多く、

50～300億円の企業が続いており、両者で 85％

程度を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

無回答

1.1%

50億円未

満

54.7%

50億円以

上～300

億円未満

31.0%

300億円

以上

13.2%

N=281
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②社員数 

 

「１～９９人」、「100～299 人」、「300 人以上」がほ

ぼ同程度の構成となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

③業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業、卸・小売り、建設業、その他サービス業の４業界で、全体の 83％程度を占めている。 

 

④設立後年数 

 

「設立後 20～50 年」が 57％と最も多く、続いて「50

年以上」が31％となっており、両者で9割程度を占

めている。 

 

 

 

300人以

上

32.0%

100～299

人

36.3%

1～99人

29.2%

無回答

2.5%

N=281

5.0

1.4

9.6

0.7

0.7

1.8

0.7

1.1

22.1

3.6

1.8

0.4

12.5

38.8

0.0

0.0

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

無回答

その他

その他サービス業

複合サービス業

教育・学習支援業

医療・福祉

飲食店・宿泊業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸業

情報通信産業

電気・ガス・熱供給・水道業

鉱業

建設業

製造業

50年以上

31.0%

20年～50

年未満

57.3%

20年未満

8.5%

無回答

3.2%

N=281
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⑤事業を展開する地域【国内】 

 

 

「関東地域にほぼ集中した事業展開」を行っている

企業が 57％程度、続いて「全国展開」を図ってい

る企業が 34％程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

⑤事業を展開する地域【海外】 

 

「海外展開をしてない企業」が 6 割程度であり、

「している企業」が 2割程度。 

国内での事業展開状況と合わせて考えると、比

較的地域密着型の企業が多い様子がうかがえ

る。 

 
 

無回答

8.5%

関東地域

内にほぼ

集中して

いる

57.3%

全国展開

34.2%

N=281

無回答

21.4%

展開して

いない

59.4%

展開して

いる

19.2%

N=281
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 ２ 地域社会との接点 
 

問２ 貴社では、本業以外に、地域社会に役立つための活動を行っていますか。（複数回答） 

16.4

9.6

42.7

19.6

37.0

37.0

8.2

70.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80

地域社会のための活動は行っていない

その他

環境にやさしい取り組みを行っている

社員のボランティア活動を奨励している

赤十字、ユニセフ等の全国的あるいは世界的な非

営利組織を支援

地域で活動するＮＰＯやボランティア団体等の市民

団体に支援

グラウンド等の施設を地域住民に開放している

地域の祭やイベント等に参加・協賛している

N=281

 

「地域の祭・イベント等への参加・協賛」を実施している企業が 70％程度と突出しており、続いて、

「環境にやさしい取り組みを行っている（42.7％）」、「地域で活動するNPOやボランティア団体等の

市民団体に支援をしている（37％）」、「赤十字、ユニセフ、共同募金等の全国的あるいは世界的な

非営利組織を支援している（37％）」が多い。 

 

問２－１ 地域社会に役立つ活動を行った結果、貴社はどのような成果を得ることができたでしょ

うか。（複数回答） 

1.7

28.5

2.6

2.6

1.7

16.2

23.4

27.2

52.3

0 10 20 30 40 50 60

無回答

地域社会への貢献は当然なので、見返りや成果を

求めてはいない

その他

将来の新規事業等のネタ探しとして有効であった

投資家等の市場関係者からの評価が高まった

自社の人材育成、従業員の意識向上や定着、新規

採用に好影響

地域社会の環境変化を感じとれるようになった

通常の業務・事業活動では得られない人脈ができ

た

自社のイメージアップにつながった

N=235

 

地域社会に役立つ活動を行った企業の 52％程度は「自社のイメージアップにつながった」という効



 

 5

果を認識している。 

 

問２－２ 貴社では、地域社会に役立つ活動を、どのような体制で実施していますか。 

3.8

2.1

31.5

13.6

20.9

28.1

0 5 10 15 20 25 30 35

無回答

その他

特に体制は決めておらず、必要に応じて経営陣が

対応している

本社の特定部署と、各部門等とで、役割分担をして

いる

原則として、それぞれの部門、事業所、工場等が対

応している

原則として、本社の特定の部署が一元的に対応し

ている

N=235

 

「特に体制は決めておらず、必要に応じて経営陣が対応している」企業が 31％程度、続いて、「原

則として、本社の特定の部署が一元的に対応している」企業が 28％程度となっている。売り上げ規

模別に見ると、比較的規模が小さい企業は「特に体制は決めておらず、必要に応じて経営陣が対

応している」としている傾向が見られる。例えば、売り上げ規模 50 億円未満の企業の 51.3％は「特

に体制は決めておらず、必要に応じて経営陣が対応している」としている。 

 

問２－３ 地域社会に役立つ活動を行うにあたって、貴社内で課題となったことはありますか。（複

数回答） 

19.1

5.5

21.7

13.2

11.5

26.0

8.9

36.2

10.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40

無回答

その他

活動の成果をどのように評価したらよいのかがわか

らない

業績向上につながるかどうかの見極めが難しい

いつまで継続して行えばよいかが見えないことが多

い

資金的な負担感がある

自社らしい独自の取り組みをしたいが、進め方がわ

からない

個々の支援要請について、その可否を判断していく

ことが難しい

どのような活動をすれば地域社会の役に立つのか

がわからない

N=235

 

「個々の支援要請について、その可否を判断していくことが難しい」が 36％程度、「資金的な負担

感がある」とした企業が 26％、「活動の成果をどのように評価したらよいのかがわからない」とする企
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業が 22％程度となっている。 

「地域社会に役立つ活動」の評価のあり方が課題になっていることがうかがえる。 

 

問２－４ 貴社が今後重要視しようとしている活動は何ですか。（複数回答） 

2.1

6.0

62.6

25.1

26.8

15.3

5.5

62.6

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

その他

環境にやさしい取り組み

自社の社員のボランティア活動の奨励

赤十字、ユニセフ等の全国的あるいは世界的な非

営利組織への支援

地域で活動するＮＰＯやボランティア団体等の市民

団体への支援

グラウンド等の施設の地域住民への開放

地域の祭やイベント等への参加・協賛

N=235

 

今後は、「環境にやさしい取り組み」を重視していこうとする企業、「地域の祭やイベント等への参

加・協賛」がそれぞれ 63％程度であり突出している。問２と合わせて考えると、「環境にやさしい取り

組み」を新たに開始しようとしている企業が多いことがうかがえる。 

 

問２－５ 【地域の NPO やボランティア団体等の市民団体への支援を行っている企業に伺いま

す。】 貴社では、市民団体に、どのような支援を行っていますか。（複数回答） 

20.2

4.8

18.3

10.6

15.4

26.0

56.7

0 10 20 30 40 50 60

無回答

その他

市民団体のバザーやイベント等に協賛している

市民団体で社員がボランティア活動を行うことを奨

励している

自社の施設を開放するなど、場所の提供を行って

いる

物品の寄付をしている

寄付や助成等の資金支援をしている

N=104

 

地域の NPO やボランティア団体等の市民団体への支援の内容としては、「寄付や助成等の資金

支援をしている」割合が 57％程度と突出している。 
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問２－６ 貴社では、市民団体への支援を今後も継続していく予定ですか。 

 

地域の NPO やボランティア団体等の市民団体への

支援を行っている企業の内の 76％程度は、「今後も

継続していく」としている。 

 

 

 

 

 

 

問２－７ 【市民団体への支援を継続していくお考えの方のみ】 その理由はどのようなものです

か。 

10.1

20.3

7.6

68.4

7.6

31.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

市民団体から依頼されて断りきれないから

社員がボランティア活動をしたり寄付をしたりと支援

しているから

支援していることで地域に密着した企業と見てもらう

ことができる

市民団体とは何か新しいことができそうな気がする

から

地域社会のニーズや課題を把握し地域の実情を企

業に教えてくれる

N=79

 

市民団体への支援を継続していく理由としては、「市民団体に支援していることで、地域に密着し

た企業と見てもらうことができる」とする企業が最も多く 68％程度となっている。 

 

問２－８ 【市民団体への支援をやめようとお考えの方のみ】 その理由はどのようなものですか。 

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100 120

その他

現在の支援が当初予定通りに終了するが、そ

の後は考えていない

コミュニケーションが円滑にいかず継続した関係

を築いていけない

支援した結果を報告してくれる配慮がなくいい加

減だと思ったから

寄付の依頼ばかりで、自社のメリットがみえにく

いから

N=1

 

無回答

1.9%

継続して

いく

75.9%

今後はや

めようと
思ってい

る

1.0%

わからな

い

21.2%

N=104
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 ３ コミュニティビジネスとの接点 
 

問３ 貴社では、コミュニティビジネスへの支援を行ったり、コミュニティビジネスと連携して何かの

事業を行ったことがありますか。（複数回答） 

 

 

「コミュニティビジネスと接点をもったことはない」

とする企業が大部分（87％程度）を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３－１ 【コミュニティビジネスへの支援を行ったことがある方のみ】 

 どのような支援を行いましたか。（複数回答） 

 

コミュニティビジネスへの支援の

内容としては、「寄付や助成等

の資金支援」が最も多く 68％程

度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無回答

5.0%

コミュニティ

ビジネスへ

の支援を

行ったこと

がある

6.8%

コミュニティ

ビジネスと

連携して何

かの事業を

行ったこと

がある

1.4%

コミュニティ

ビジネスと

接点をもっ

たことはな

い

86.9% N=281

5.3

10.5

5.3

26.3

10.5

21.1

26.3

68.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

企業の経営ノウハウ、仕入れや営業等の本

業のノウハウ等を伝授

コミュニティビジネスが必要とする資材や材料

等を市場価格よりも安く提供している

コミュニティビジネスのバザーやイベント等に

協賛している

コミュニティビジネスの中で社員がボランティ

ア活動を行うことを奨励している

自社の施設を開放するなど、場所の提供を

行っている

物品の寄付をしている

寄付や助成等の資金支援をしている

N=19
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問４ コミュニティビジネスへの支援や連携を行う際の課題は何ですか。（複数回答） 

9.1

4.5

9.1

22.7

27.3

36.4

9.1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

無回答

その他

自社ビジネスと競合する可能性がある

コミュニティビジネスへの支援や連携によるメ

リットがわからない

どのコミュニティビジネスが支援や連携に値す

るか判断がつかない

社会貢献活動は必要だがコミュニティビジネ

スへの支援や連携は優先度が低い

コミュニティビジネスがどのようなものか理解

することが難しい

N=22

 

「社会貢献活動は必要だが、コミュニティビジネスへの支援や連携は優先度が低い」とする企業が

36％程度、「どのコミュニティビジネスが支援や連携に値するのかの判断がつかない」が 27％程度

となっている。 

また、「コミュニティビジネスがどのようなものか理解することが難しい」と「コミュニティビジネスの支

援や連携によって、どのようなメリットが得られるのかわからない」を合わせると 32％程度となり、コミ

ュニティビジネスに対する認知度・理解度の低さがうかがえる。 
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問５ 今後どのような状況が整えば、コミュニティビジネスへの支援や連携を開始（既に実施して

いる方は継続強化）していこうと思われますか。（複数回答） 

 

1.4

17.4

3.6

18.5

34.5

9.3

24.2

17.4

9.6

43.1

30.2

24.6

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

無回答

わからない

その他

コミュニティビジネスの事業計画や資金調達計画がしっかり

し、事業のパートナーとしての力量が向上する

コミュニティビジネスの主体が、企業にもメリットのある提案

ができるようになる

従業員の中からコミュニティビジネスへの支援や連携を行う

要望がでる

コミュニティビジネスを支援する企業に行政、商工会議所等

が支援を行う

コミュニティビジネスを支援することが社会的評価につなが

る

信頼におけるコミュニティビジネスを仲介してくれる中間支援

組織がでる

コミュニティビジネスの実態がきちんとディスクローズされる

コミュニティビジネスと企業のパートナーシップの成功例がで

る

多種多様なコミュニティビジネスが起こり、支援先・連携先の

選択肢が増す

N=281

 

 

「コミュニティビジネスの実態がきちんとディスクローズ（情報公開）される」ことが 43％程度、「コミュ

ニティビジネスの主体が、企業にもメリットのある提案ができるようになる」ことが 35％程度、「コミュニ

ティビジネスと企業のパートナーシップの成功例（参考例）がでてくる」ことが 30％程度と続いてい

る。 

企業から見ると、先ずはコミュニティビジネスの実態を把握できることが支援等の大前提となること、

その上で、相互にメリットの生じる win-win 関係を構築していくことのできる可能性を考えていること

がうかがえる。 
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